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研修報告書

	所　　属　　南寿の里 丘の家　　　職　種　介護福祉士　　　氏　名  須藤 由紀

	期　　間　　平成　20　年　8月　28日　～　平成　　20年　8月　29日

	出張目的  防火管理に関する講習会

	出 張 先  青森厚生返金休暇センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

8/28に防火管理に関する基礎知識や諸届制度、8/29に自衛、施設・設備管理、地震対策、危険物管理について講習を受けてきました。防火対象物の収容人数や面積で甲、乙種防火管理者に分けられる事やひとつの建物に複数の事業所等がある場合は共同防火管理者が必要な事などから講義が始まりました。先月のニュースでありましたエスカレーターに収容人数を超える人数が乗っていた為、エスカレーターが急停止し、数十人が怪我を負った事から、収容人数を超えてしまうと、避難行動が妨げられ、避難効率が落ちてしまう為、収容人員の適正管理は重要な事である事を示されました。人間は火災など、生命の危険にさらされるような状況に置かれると、不安や恐怖によって普段は理性的に判断して行っている行動や思考が出来なくなり、危険から逃避しようと衝動的な行動に走ってしまいます。災害時の心理でも一人ひとりの不安や恐怖の感受性は違うものの、群集心理が働き、わずかな状況の変化に敏感になる為、被害以上の被害を発生させかねません。

火災時の行動特性として、日常動線志向性・帰巣性・向光性・危険回避性・追従性などがあります。この事から非常口や防火扉などの場所を把握し、区画形成や定期的な防災訓練、普段から防火管理上の業務など職員全員一丸となって取り組む為に消防計画の作成、自衛消防組織の編成、防火管理体制を確立したいと思います。防災で大事なものは自助・公助・共助の三つがあり、一番に自分のところは自分で守る、次に近隣住民との協力・連携、次に消防機関と話されていました。昭和35年に建設された東京都内のホテルでの火災では、従業員が煙を発見したのにも関わらず一人では不安な為、その場で状況を確認せず9階から1階へ行き同僚へその事を伝え、再び9階へ二人で行ったところ、客室から助けを求める声が聞こえ、そこで初めて火災が発生した事に気付きました。屋内消火栓を使い消火にあたりましたが、バルブを開放していなかった為に水が出ず、従業員は消火を諦め、警備室の警備員に連絡したものの、火災の状況が分からないとの事で火災発見から15分後に119番通報を行ったそうです。宿泊客262名のうち33名が死亡、34名が負傷する大惨事となりました。普段から防災設備の点検や定期的な訓練によって使用方法を把握しておく事の重要性、過去の火災を教訓とし自分のところは自分で守るという事、もし万が一火災が発生してしまったら、被害以上の被害を発生させない為にまず初期消火を行い、それから消防機関へ連絡、避難誘導をし入居者様、職員の安全を確保していきたいと思います。

今年に入り、日本各地で地震が多く発生しています。地震は自然災害の中で最も被害の大きいものとされ、地震による被害が単発のものではなく、他の災害を誘発し、更なる被害へと発展するからです。第一次被害では、土地の隆起、沈降、断層の発生などで、第二次被害では、火災、津波、危険物の流出、ライフラインの途絶などがあります。地震による被害の中で最も恐ろしいのが火災であると言われているそうです。火気使用設備器具の周囲に燃えやすいものを置かない、周囲に転倒・落下するものがないかなど、当たり前の事をしていないが為に被害が大きくなるケースもある為、火災の発生を防ぐ事は被害を軽減する上で特に重要です。突然発生する災害のため、保存食やランタン、毛布など日頃から備えておきたいと思います。

火災時緊急基本行動に沿った行動や防災設備を正しく使えるよう、全職員への周知の徹底をし、入居者様の安全を確保していく事に努めてまいりたいと思います。

＜内容＞

平成20年8月28日（木） 1日目

講義1）防火管理の重要性

1 火管理の重要性

2 火管理の意義

→火災発生の危険性は常に存在し、ハードとソフト、両面の対策の確保、自分のところは自分で守るという気持ちをひとつに防火管理を実践します。いかに立派な建物であっても、防火設備が整っていてもちょっとした不注意などから火災は発生し、不幸な偶然が重なれば大惨事へ繋がります。過去の火災事例から、生初期段階での対応がその火災被害の程度を決めるという事を教えてくれます。消防隊が駆けつけた時にはすでに手遅れだったという事。設備などのハード面が完備されていると、それらが火災の発生や被害拡大を防いでくれると過信してしまいがちですが、人による防火管理、つまりソフト面が充実してこそ人命や財産の安全を確保する事が出来ます。

講義2）防火管理制度

①防火対象物

②管理権原者

③防火管理者

④防火管理業務

⑤共同防火管理制度

⑥防火対象物定期点検報告制度

→自主防火管理の原則から、全ての建物で自主的に防火管理を適正に行い、火災の発生を未然に防止し、火災による被害の軽減を図る必要性があります。多数の者が出入りし勤務し、又は居住する防火対象物の管理について権限を有する者に対して「防火管理者」を定めさせ、消防計画の作成及びその経過うに基づいた防火設備の維持・管理など防火管理上必要な業務を行わせるよう消防法第8条第1項目で義務付けられています。

講義3）火災の基礎知識

①火災の基礎知識

→燃焼の定義・・・酸化反応に伴う発熱によって温度が上昇し、その結果として発せられる熱幅射線の波長及び強さが光として肉眼に感じるに至ってのもの。

→火災の定義・・・人の意図に反して発生し、若しくは拡大し、又は放火により発生して消火の必要性がある燃焼現象であって、これを消火する為に消火施設又はこれと同程度の効果のあるものの利用を必要とするもの、又は人の意図に反して発生し、若しくは拡大した爆発現象。

→煙の危険性・・・火災による煙は中毒症状を起こし、生命の危険をもたらします。火災時の死因は大きく分けて、熱による燃死、有毒ガスによる中毒死、酸素不足による窒息死の3つになりますが、中毒死及び窒息死が4割以上を占めています。

→火災時の心理

・共通した関心（不安・恐怖）によって偶然的・一時的に人が集まる。

・個人には任務分担がない。

・感情的な雰囲気に支配されやすい。

・暗示にかかりやすい。

・一人ひとりに集団化する傾向がある。

講義4）火気管理と収容人員の適正管理

1 火気管理

2 内装材・防炎物品

3 防火防止対策

4 工事中の防火管理

5 収容人員の適正管理

→収容人数は、消防法施行規則第1条の3により算定します。

（例）事業所の収容人員の算定



講義5）防火管理の進め方と消防計画

①防火管理の進め方

②防火管理体制の確立

③消防計画

④消防計画の作成要領

⑤防火管理者の責務










講義6）消防の諸届出制度

1 防火対象物使用開始届出書

2 防火対象物棟別概要追加書類

3 炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー

4 給湯湯沸設備・乾燥設備・サウナ設備

5 ヒートポンプ冷暖房機

6 火花を生ずる設備・放電加工機

7 燃料電池発電設備

8 発電設備

9 変電設備

10 蓄電池設備

→法人にあっては、その名称、代表者、主たる事務所の所在地を記入。

　当該設備の設計図書を添付する。

平成20年8月29日（金） 2日目

講義1）施設・設備の維持管理

①消防用設備等の種類と役割

②防火・避難施設の種類と役割

③点検体制の確立の必要性

④点検の種類

⑤日常点検の要点

→消火器（消火出来る火災種別が丸い色で表示されています）

· 白・・・普通火災（木材・紙・繊維類等の火災）

· 黄・・・油火災（天ぷら油・灯油等の火災）

· 青・・・電気火災（配電盤・変圧器・電気配線等の火災）

→屋内消火栓設備

・水源、モーター、ポンプ、ホース及びこれを収納する消火栓ボックス等から構成されるもので、消火栓ボックスには自動火災報知設備の発信機と兼用の消火ポンプの起動ボタンと表示灯があり、扉の中には開閉バルブに接続されたホース（15ｍ×2本）と筒先が収納されています。

→スプリンクラー

· 加熱熱によってスプリンクラーヘッドの感熱部分が熱溶解又は破壊され、配管内の水が散水されると共に警報を発します。放水型スプリンクラーヘッド、閉鎖型スプリンクラーヘッド、開放型スプリンクラーヘッドの3種類があります。

→警報設備

· 自動火災報知（熱感知器、炎感知器、煙感知器）

· 非常警報設備（非常ベル、非常放送設備）

→避難設備（避難はしご、緩降機、救助袋）

→誘導灯、誘導標識（通路誘導灯、避難口誘導灯）

→消防用水、排煙設備、凍結散水設備、凍結送水管、非常コンセント設備、無線通信補助設備）

→消防用設備等の日常点検の要点

· 消火設備

· 屋内、屋外消火栓設備

· スプリンクラー設備

· その他消火器設備（水噴霧、泡、不活性ガス、ハロゲン化物、粉末消火設備等）

· 自動火災報知設備

· ガス漏れ火災警報設備

· 漏電火災警報機

· 非常ベル、放送設備

· 避難器具

· 誘導灯

· 消防用水

· 凍結送水管

· 非常コンセント設備

→防火・避難施設の日常点検の要点

· 防火区画

· 防火設備（防火戸、防火シャッター）

· 避難施設

· 内装制限、防炎物品

講義2）自衛消防

緊急時に対応する訓練のあり方

①消防用設備等の操作要領

②自衛消防組織

③防災センターの意義及びあり方

④従業員教育の必要性

⑤安全管理









→自衛消防隊用の資器材

· 指揮（居住者、入院者等の名簿、建物平面図、配管、空調ダクト、電気設備等の図面、携帯用拡声器、懐中電灯）

· 通報連絡（非常通報連絡先一覧表、携帯用拡声器）

· 初期消火（防火衣、消火器、防水シート、破壊器具、ホース）

· 避難誘導（マスターキー、携帯用拡声器、居住者、入院者等の名簿、懐中電灯、ロープ、誘導の標識）

· 安全防護（建築関係図面、防火シャッター、非常ドア等の手動ハンドル、キー、ロープ、破壊資材・器具）

· 応急救護（応急医薬品、担架、応急救護所の設置資材、受傷者記録用紙）

· 搬出（防水シート、保管場所標識）

· 共通事項（軍手、ゴム靴、ヘルメット、警笛）

講義3）危険物の安全管理

①危険物の種類と特性

②危険物の保安対策

→危険物貯蔵所（屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、屋内タンク貯蔵所、地下タンク貯蔵所、簡易タンク貯蔵所、移動タンク貯蔵所、屋外貯蔵所）

→危険物取扱所（給油取扱所、販売取扱所、移送取扱所、一般取扱所）

→危険物施設の管理

· 危険物取扱者の資格を有する者、又は危険物に関する必要な知識を有する者に行わせる。

· 屋内タンク又は地下タンク等に危険物を注入する場合は、危険物取扱者立会いのもと、タンクの残量を確認し注入する者に補給油量を正確に指示する。

· 貯蔵タンク、配管等を定期的に点検し、油漏れが認められた場合は直ちに必要な措置を講じる。

· 危険物取扱者は、危険物の取扱作業に立ち会う場合、取扱作業に従事する者が消防法で定める貯蔵又は取扱上の基準を遵守するよう監督するとともに、必要に応じて指導を行う。

講義4）地震対策

①地震の知識

②地震の予知と対策

→2004年1月から実施されている観測情報から警戒宣言までの流れ。





→警戒宣言発令後の対応措置

· ライフライン（原則として供給し続けますが、出来るだけ使用しないよう呼びかけます）

· 電話（通話規制を行う可能性はありますが、青・黄色の公衆電話、防炎用電話は確保されます）

· 鉄道（強化地域内は最寄の安全な駅に停車後運転停止、強化地域外からの進入は禁止となります）

· バス、タクシー（原則として運行停止となります）

· 道路（強化地域内への進入を制限、避難路、緊急輸送地では規制又は制限減速運転となります）

· 銀行、郵便局、劇場等（ＡＴＭを除き原則として営業停止となります）

· デパート、スーパー（買い物客を外に誘導し、原則的に営業中止となります。ただし、耐震性の確保された店舗は、極力継続営業されます）

· 病院（原則として外来診察中止となります）

· 学校（原則閉鎖、学童は原則的に保護者に引き渡されます）

講義5）火災事例に学ぶ防火管理

①原因別にみた火災事例

→放火火災の防止対策

· 可燃物の整理、整頓又は除去

· 物置、倉庫、空室等の施錠管理

· 出入り口の特定と呼びかけ、監視の強化

· 従業員の明確化と侵入者の監視

· 監視カメラ等による死角の解消

· 内装材、装備品等の不燃化の促進

· 死角となる場所への照明装置の設置

→たばこ

· 喫煙場所を指定し、徹底を図り、他の場所での喫煙の禁止を徹底する。

· 喫煙場所には灰皿を配置し、必ず水を入れて使用する。

· 灰皿は後始末を完全に行い、吸殻は不燃性の容器にまとめて廃棄し、水をかけて完全に消火し安全を図る。

→電気関係火災

· 器具やプラグの接続を完全にする。

· 古いコードや傷んだコードは、絶縁が劣化しショートしやすいので取り替える。

· たこ足配線をしない。

· 器具を使用後は、必ずスイッチを切りコードをコンセントから抜く。

· 使用中に停電した場合は、通電後過熱して火災になる恐れがあるので、必ずスイッチを切り、プラグを抜いておく。

講義6）防火ビデオと効果測定

①過去の火災事例を紹介したビデオ鑑賞

②全20問の効果測定問題

→効果測定

· 同一敷地内に2以上の建物があり、所有者が同一の場合、防火管理者の選任については、1の防火対象物として扱われる。

· 防火管理者は、定期的な消火・通報及び避難の訓練を実施しなければならない。

· 特定防火対象物で収容人数が30人以上でかつ延べ面積300㎡以上のものは、甲種防火対象物に該当する。

· 消火は、可燃物、酸素、熱源の燃焼の3要素のうちいずれか1つを取り除く事により可能になる。

· 火を使用する設備、器具の取扱いに関し、火災予防上必要な事項は、火災予防条例で定められている。

· 防火対象物の用途を変更する時は、その旨を消防署長に届け出なければならない。

· 消火器を見やすい位置に設置しても、標識「消火器」を設けなければならない。

· 防火管理業務は「災害予防管理」と「災害活動管理」に大別され、これらの業務は災害予防管理組織及び自衛消防組織の両面を整備して推進しなければならない。

· 同一防火対象物で複数の管理権原に分かれていれば、防火管理者を共同選任しない限り、管理権原毎にそれぞれ防火管理者と消防計画が必要である。

· ガソリンの指定数量は200ｌである。

· 少量危険物貯蔵取扱所とは、指定数量の5分の1以上、指定数量未満の危険物を貯蔵・取扱いするものである。

· 消火栓箱内のホースやノズルは、火災時に使用する時以外は取り外さない。

· 消防計画の作成にあたって、地震対策についても定める必要性がある。

· 自衛消防隊は、被害を最小限に止めるために組織するものである。

· 自動火災放置設備の受信機が火災信号を受信した場合は、地区レベルを停止せずに現場確認に急行する。

· 映画館、ホテル、学校等個人住宅以外の建物で使用するカーテン、ジュータン等は防炎物品としなくてもよい。

· 通常、煙の流れる速さは、廊下等の横方向へ流れるよりも、階段等の縦方向へ流れる方が早い。

· 管理権原者は、防火管理者になることが出来る。

· 非特定防火対象物で収容人数が30人以上のもの、特定防火対象物は収容人数に関係なく、防火管理者を選任して防火管理業務を行わなければならない。

· 管理権原者は、防火管理者を選任したからといって、防火管理に関する義務と責務を免責されることはない。

3㎡





従業員数+従業員以外の使用する部分の床面積の合計





設置届出書





防火管理業務委託者





従業員等


・任務分担に基づく防火管理業務の実施者


・防火管理体制の確立





防火担当責任者・火元責任者





C.E.O.





I.O.O.





Ａ.O.M.





管理権原者





防火管理者





Ｓ.G.M.





助言・報告





指示・選任





報告





指導


監督


指示





指導


監督


指示





防火管理業務


の一部委託





自衛消防隊長





事前防災対策





消火班





避難誘導班





指揮班





情報班（通報連絡）




















安全防護班





応急救護班





その他必要な班





観測機器、異常発見（一ヶ所）





観測情報（情報伝達収集）





観測機器、（異常増大（二ヶ所）





注意情報（防災準備）





三ヶ所以上に異常増大（判定会）





予知情報（警戒体制）





警戒宣言発令








